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○御殿場市軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成金交付要綱 

平成２５年８月９日 

告示第２０３号 

改正 平成２７年１２月２８日告示第３１８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等度の難聴児の補

聴器購入費等の一部を助成することにより、言語の習得、教育等における健全な発達を

支援するため、予算の範囲内において助成金を交付することについて必要な事項を定め、

その交付に関しては、御殿場市補助金交付規則（昭和３０年御殿場市規則第１２号）及

びこの要綱の定めるところによる。 

（助成対象児童） 

第２条 助成金の交付の対象となる児童は、申請時に次のいずれにも該当する１８歳未満

の者（以下「助成対象児童」という。）とする。 

(1) 御殿場市内に住所を有すること。 

(2) 両耳の聴力レベルが、原則としてそれぞれ３０デシベル以上であり、身体障害者手

帳の交付の対象とならないこと。 

(3) 一般社団法人日本耳鼻咽喉科学会が指定した県内に所在する精密聴力検査機関の

専門医により、補聴器の装用により言語の習得等に一定の効果が期待できると判断さ

れること。 

（助成対象からの除外） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、助成金の交付の対象

から除外する。 

(1) 助成対象児童の属する世帯の中に、申請のあった月の属する年度（申請のあった月

が４月から６月までの間にあっては、前年度）の市町村民税所得割額が４６万円以上

の者がいる場合 

(2) 助成対象児童が、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）その他の法令

の規定等に基づき、補聴器購入費等の助成を受けている場合 

（助成金の算定基礎） 

第４条 この助成金の算定の基礎となる額は、助成対象児童が新たに補聴器を購入する経

費又は耐用年数経過後に補聴器を更新する経費若しくは修理に要する経費（以下「購入

費等」という。）として市長が必要と認める額と、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に基づく補装具の種目、購入

又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２８
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号。以下「基準告示」という。）に定める額（以下「基準価格」という。）のいずれか

少ない額とする。ただし、基準告示別表の１の（５）の補聴器の項中「高度難聴用」と

あるのは、「軽度・中等度難聴用」を含むものとする。 

２ 助成に係る補聴器は、装用効果の高い側の耳に片側で装用することとし、教育上等真

に必要と市長が認めた場合は、両側に装用することができるものとする。この場合の助

成金の算定の基礎となる額は、左右それぞれの耳についての購入費等として市長が必要

と認める額と、基準価格に２を乗じて得た額のいずれか少ない額とする。 

（助成金の交付額） 

第５条 助成金の交付額は、前条に定める額に３分の２を乗じて得た額とする。この場合

において、当該額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする。 

（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付を希望する助成対象児童の保護者（以下「申請者」という。）は、

御殿場市軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成金交付申請書（兼代理受領申請書）（様

式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に申請するものとする。 

(1) 第２条第３号の精密聴力検査機関の専門医が、助成対象児童の聴力検査を実施した

上で交付した難聴児補聴器購入費等助成金交付に関する意見書（様式第２号。以下「意

見書」という。） 

(2) 意見書に基づき、補聴器販売事業者が作成した補聴器購入費等の見積書 

(3) その他市長が必要と認めるもの 

（交付決定等） 

第７条 市長は、前条に規定する申請を受けたときは、その内容を審査し、助成金の交付

の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付を可と決定したときは、御殿場市軽度・中等

度難聴児補聴器購入費等助成金交付決定通知書（兼代理受領承認決定通知書）（様式第

３号。以下「交付決定通知書」という。）により当該申請者に通知するとともに御殿場

市軽度・中等度難聴児補聴器購入費等給付券（兼代理受領に関する委任状）（様式第４

号。以下「給付券」という。）を交付し、御殿場市軽度・中等度難聴児補聴器購入費等

助成金交付決定連絡票（兼代理受領承認決定連絡票）（様式第５号）により補聴器販売

事業者（以下「決定業者」という。）へ通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により助成金の交付を否と決定したときは、御殿場市軽度・中

等度難聴児補聴器購入費等助成金不交付決定通知書（様式第６号）により当該申請者に

通知するものとする。 

（補聴器の購入等） 
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第８条 前条の規定により交付決定通知書の交付を受けた申請者（以下「交付決定者」と

いう。）は、速やかに交付決定通知書に記載された決定業者に給付券を提示し、補聴器

の購入、更新又は修理をするものとする。 

（助成金の請求） 

第９条 交付決定者は、補聴器の引渡しを受けたときは、決定業者に購入費等を支払うも

のとする。 

２ 前項の規定により購入費等を決定業者に支払った交付決定者は、給付券に購入費等の

支払をしたことを証明する書類を添えて、市長に対し助成金を請求するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、助成金の額を確定し、交付決定者に支払うものとする。 

（請求及び受領の特例） 

第１０条 前条の規定にかかわらず、決定業者は、あらかじめ助成金の受領について市長

と契約を締結したときは、交付決定者に代わって助成金の請求及び受領（以下「代理受

領」という。）をすることができる。 

２ 市長は、交付決定者が決定業者に対し助成金の代理受領を委任したときは、交付決定

者に支払われるべき額の限度において、助成金を交付決定者に代えて、当該決定業者に

支払うことができる。 

３ 市長は、前項の規定による支払をしたときは、交付決定者に対する助成金の交付をし

たものとみなす。 

４ 決定業者は、代理受領を行うときは、交付決定者から給付券の提出を受け、請求書に

給付券を添えて市長に請求するものとする。 

（助成金の返還） 

第１１条 市長は、助成金の対象児童又は交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、既に交付した助成金の全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 補聴器を目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供したとき。 

(2) 虚偽の届出を行う等不正な行為があったとき。 

（台帳の整備） 

第１２条 市長は、補聴器購入費等の交付に当たり、御殿場市軽度・中等度難聴児補聴器

購入費等助成台帳（様式第７号）を整備するものとする。 

（補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 



4/13 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２５年４月１日からこの告示の公示の日までの間において補聴器の購入、更新又

は修理を行った助成対象児童に関する第６条の規定による申請については、この告示の

公示の日以降速やかに行うものとする。この場合において、第２条中「申請時」とある

のは「購入時」と読み替えるものとし、第１０条の規定は適用しないものとする。 

（準備行為） 

３ この告示を施行するために必要な準備行為は、この告示の施行前においても行うこと

ができる。 

附 則（平成２７年１２月２８日告示第３１８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、従前の規定により作成した帳票及び用紙は、当分の間、これを

取り繕って使用できるものとする。 
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様式第１号（第６条関係） 

（一部改正〔平成２７年告示３１８号〕） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

 


